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事例解析 :高温純水中の炭素鋼鋼管
壁に生じた異常減肉
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生産現場において腐食が原因で発生した事故 ・

事例は,腐 食の研究者に貴重な情報を与えてくれ

る。これらの情報は,現 場の条件を模擬した実験

室の加速試験装置ではどうしても得られない,実

機条件下の実時間によるデータである。しかし,

事故 ・事例の詳しいデータが,事 故の当事者から

第三者に相当する腐食研究者に渡されることは稀

である。事故は企業にとって負の方向の事象であ

り,そ の目的にも反する。企業秘密が絡むことも

ある。特に公共事業にとっては決して起きてはな

らないはずのことでもあり,そ の詳細が積極的に

公表されることはほとんどない。
一方,企 業はもちろん,公 共事業者には監督官

庁べ事故の顛末を報告する義務があると報告を受

けた官庁およびその周辺は,そ れを同類の事故の

再発防止に役立てる。本誌の36巻 (1999)に 掲

載された,柳 田省三 ・小林英男の両氏による技術

論文
“
圧力設備 (配管)の エロージョン/コ ロー

ジョンの損傷事例と腐食速度の解析
"1)lま
この目

的で書かれたものであろう。

本稿の著者は,こ の技術論文が公表された前後

に,故柳田省三氏から記事の内容についてコメン

トを求められたが,当 時は経験および情報不足の

ために十分な意見を述べることができなかった。

ところが最近の数年間に,同 じ原因によると見ら

れる重大な事故が引き続いて発生し,公 的機関に

よる詳細な事故調査結果がインターネット上に公

表され,こ の種の腐食現象について多くの新たな

情報が得られた。それに基づいてこの事故の発生

経過を検討したところ,上 記の論文に引用された

事例のうちの数件との間に多くの共通点が認めら

れ,こ れらの事例を相互に比較しながら検討する

と,事 故の原因究明や再発防止対策について有益

な成果が得られると強く感じられた。

そこで先の技術論文に取り上げられた事例のう

ちの,一 つの当事者企業に協力を求め,そ の事例

に関してできる限りのデータの提供と,企 業名を

秘す条件で解析結果を公表する許可を得た。さら

に,筆 者らが以前行った実験室の加速試験機によ

る実験結果も加えて,こ の種の異常減肉に対する

今後の対策について検討を行った。

図1は,上 に述べた事例が発生した個所の断面

図である。高温の純水を輸送する炭素鋼配管に設

置されたフローノズルの下流の管壁に異常減肉が

発生し,噴 破に至った。一口に異常減肉と言って

も,詳 細に見ると2種類の減肉が認められる。一

つは管底に見られるように,広 い範囲にわたって

比較的均一に生じた減肉である。他の一つは管の

天丼部の均一な減肉の中に生じた,局 部的に深い

減肉で,噴 破の直接的原因になった種類である。

本稿では前者を 「均上減肉」,後 者を 「局部減肉」

と呼び,均
一減肉については別報に譲リカ,以 下
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事例解析 :高温純水中の炭素鋼鋼管壁に生じた異常減肉 (1)
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図1 本 事例における噴破個所のスケッチユ

破裂位置詳細

表1 本 事例の配管が置かれた諸条件
に局部減肉の発生機構や再発防止対策について述

べる。

この図の局部減肉は管壁の破断片の両側に生 じ

ているので,噴 披 ・破断が起きた時点では減肉が

どの程度の深さまで遥 していたか正確には分から

ない。また,こ の図に描かれている管壁の破断片

の形状は不自然に見える。なぜなら,管 内の高水

圧によって噴破 したのであれば管壁は外側へ曲が

るはずであるが,図 1では内側へ曲がっている。

表 1は この配管が置かれた諸条件である。環境

温度の145℃ は,今 までに炭素銅鋼管に異常減肉

が頻発 した温度域にあることが注目される。溶存

酸素濃度が記載されていないが,環 境液はAVT

(全揮発性物質処理)の ボイラー給水であった。

減肉深さは公称肉厚に等 しいとして,減 肉速度が

0.78 mm/yと 算出された。この減肉速度は,両

氏の技術論文ではエロージョン/コ ロージョン

(0.5～1.Omm/y)ヤ こ分類される。なお,一 般の

工業用金属材料の耐食性判定基準については,1

mm/y以 上は使用不可,0,lmm/y以 下は使用可

という現場の基準がある。

表2は,本 事例発生 (199o)後の処置および対

策の経過である。1990年の噴破後に同じ材質の新

品の銅管 (STPT38S,炭素鋼)に 取 り替えられ,

同じ個所で肉厚の測定が続けられた。取り替え直

材料

外径

内径

初期肉厚

最高使用温度

最高使用圧力

実使用温度

実使用圧力

流量

流速

pH

溶存酸素濃度

運転時間

減肉発生範囲

最大減肉速度

炭素鋼 (STPT38S)

165.21nm

136.6rnm

公称 14.3mm

145℃

11.2単IPa

76t/h

l . 6 m / s

9 . 2

1 8年

約 700 mm

O.78 mm/y
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表2 管 壁肉厚測定結果

年 肉厚 mm

18.2 STPT38S(炭 素鋼)

13.3

12.7

12.0

ッチである。ここで特に注目されるのは,管 の天

井部に生じた正方形の噴破口である。この噴破口

からは図3に示したような形状の破断片が想像さ

れる。この図を見ると,こ の破断片の管軸方向の

B― B'断面が先の図1に表示されるべきであった

こと,一 方,こ の図にある湾出した断面は図3の

A― A'断 面であり,こ れは図4に大線で示した

ように,管 軸に直角な断面に表示されるべきもの

であったことが容易に分かる。この間違いの原因

砕 ?一 響

×    ×   ×

3,4-1.6_1.7

図2 本 事例における噴破個所のスケッチ2

図3 管 壁に生じた噴破口から想像される破断片の形】犬

図4 本 事例における噴破個所のスケッチ3

減肉速度 mm/y

1990

1992

1993

1995

1997

2004

2.45

0.50

0.35

18.2 STPA22S(lCr-0.5Mo)

17.7

後の2年間は2.45 mm/yと いう著しく高い平均減

肉速度を示したが,そ の後は減肉速度が徐々に低

下した。しかし,1997年 に残留肉厚が12 mm以

下になったので,低 合金鋼銅管 (STPA22S,lCr

O.5Mo鋼 )に 取 り替えたところ,そ の後の7年間

の減肉は5mm,平 均減肉速度は0.07 mm/yと いう

著しく低い値を示し,問 題は一挙に解決した。

この減肉速度の濠J的な低下は,こ の低合金銅に

含まれる合金成分のクロムの効果によるものであ

ると考えるのは当然のことである。クロムの効果

があまりに大きいので,炭 素銅における局部減肉

の発生にもクロムが関与しているのではないかと

いう考えが生じるほどである。すなわち,本 事例

の配管に用いられていたSTPT38S(表 1)の 材

質は,そ の成分表にクロムの含有量が規定されて

いない炭素銅であったが,不 純物として微量のク

ロムを含んでいて,そ れが防食効果を発揮してい

た可能性がある。この配管の局部減肉が生じた場

所において,そ の量が特に低かったため異常に高

い速度の減肉が生じたという見解である。以下に

この見解につぃて検討を行う。

3.1 局 部減肉の発生原因

図2は ,図 1の噴破個所を上から観察したスケ

高 圧 ガ ス



事例解析 :高温純水中の炭素銅鋼管壁に生じた異常減肉 (1)

①～① :現地切断個所
―  :溶 接線

は,図 1を作成するときに破断片を90°回転させ

て置いたことに気付かなかったことである。これ

は破断片が正確な正方形であったことを意味 して

いる。

ここで重要なポイントとして,正 確な正方形の

破断片が作られた原因は,こ の正方形の四辺に沿

って満状に生 じた異常減肉であるに違いないが,

管材中にそのような形にクロムの欠乏層が生じる

ことはまず考えられない。従って,こ の局部減肉

はクロムの欠乏の所為ではないと断言できよう。

では,正 方形の腐食溝の生成原因は何であろう

か。それには,こ の場所の管壁温度の低下が関係

していると考えられる。この場所では配管の外面

を覆う保温材を正方形に切り取って管外面を露出

させ,そ こで管壁の肉厚を定期的に測定していた

のであろう。測定を行わない通常時には正方形め

保温材の蓋を置いていたが,蓋 の周辺と配管の保

温材の開田部との間に隙間があり,そ こから放熱

が起きて正方形の周辺に沿って温度の低い場所が

生じ,そ れが遠因となって正方形の満状局部減肉

が発生したものと考えられる。

上記の推測を支持するのは,2004年 の8月に発

生した関西電力美浜原発3号機二次系配管破裂事

A系統
①上流側

材料 炭素鋼 (SB42)

外径 約560 mm

初期肉厚 約10 mm

最高使用温度 約195℃

最高使用圧力 約 1.27 MPa

実使用温度 142℃

実使用圧力 0。93 MIPa

流 量 来サ1,700t/h

流速 糸92.21n/s

pH 8.6～9.3

溶存酸素濃度 5 ppb引に満

運転時間 約 190,000時間

故である。以下に,経 済産業省 原子力安全 ・保

安院 審議会 事故調査委員会 の報告書
動から引用

した図表を示す。この事例の特徴は,全 く同一の

条件で運転されていた二つの配管系A,Bの うち,

A系 配管のみに局部減肉が発生し噴破に至ったこ

とである。これらの図表によると,美 浜事例には

本事例との間に次に示すような多くの共通点があ

ることが分かる。

(1)配管はクロムの含有量が規定されていない

炭素銅鋼管SB42であった (図5の表)。

(2)環境液は全揮発性物質処理 (AVT)さ れ

た純水であり,液 温は142℃であった (図

5の表)。

(3)減肉は絞り機構流量計であるオリフイスの

下流に生じた (図5)。

(4)「均一減肉」(A,B系 列)と 「局部減肉」

(A系列のみ)が 生じた (図6)。

以上のように,美 浜事例における材料 ・環境 ・

運転 ・条件のほとんどが本事例のそれらと一致し

ている。さらに,そ の管壁には 「均
一減肉」と

「局部減肉」が発生していて,A系 列のみに生じ

た 「局部減肉」は,A系 列配管のみに設置されて

いた配管サポートロッドからの放熟によって生じ

サポート

日
ヾ
．ｏ
翌

B系統
刷

図5 美 浜事例におけるA,B配 管系の運転および環境条件 (原子力安全 ・保安院審議会調査委員会資料)D

オリフイス
フランス
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A系 統オリフイス下流
lD付近 (62cm)

(溶接部)

オリフイス下流端からlD付 近 180

180    ォ
リフイス下流端から2D付 近

B-1配 管オリ

(原子力安全 ・

B系統オリフイス下流
lD付近 (62cm)

(溶接部)

180

フイス下流部の減肉状況

保安院審議会調査委員会資料)〕

A-1配 管オリフイス下流部の減肉状況

図6 美 浜事例におけるA,B配 管の残留肉厚分布

た管壁温度の低下に起因すると推測された
°
(図

7)。そうすると,本 事例の管壁に生 じた局部減

肉は,美 浜事例のそれと同じ原因,す なわち管壁

温度の局部的低下,あ るいは周辺部位 との間に生

じた温度差によって引き起こされたもので,ク ロ

ムの欠乏 とは無関係 と推測するのが合理的であ

る。

ところで,事 後の再発防止策について両事例を

比較すると,本 事例では前述のように当該配管の

材質が炭素鋼から高級材の低合金銅に取 り替えら

れた。上方,美 浜事例では,全 配管がクロム含有

量がさらに高いステンレス銅鋼管に取 り替えられ

た。

図7 美 浜事例A配 管系の噴破個所のスケッチ

(原子力安全 ・保安院審議会調査委員会資料)〕

3.2 検 討されるべき問題点

上記のように,両 事例における均一減肉および

局部減肉の発生原因は,明 らかに構造 ・,流動条件

A系 統オリフイス下流
lD付近 (112cm

B系統オリフイス下流
lD付近 (62cm)

(溶接部)

高圧ガス



(オリフイス,フ ロ
ーノズルの下流)お よび環境

条件 (温度の局部的低下)に 関係 していて,配 管

のクロム含有量とは無関係に思える。それにもか

かわらず,こ れらの減肉に対処する方策として,

減肉の発生に関与したと思われる諸条件の改善で

はなく,管 の材質変更を選択したことは適切な処

置といえるのであろうか。この処置が本当に適切

なものであったかどうかが分かるのは数年後のこ

とであり,現 時点で関係者が知りたいのは以下の

諸点である。

(a)本事例の場合,表 2に示されているように,

取 り替えられた低合金銅銅管の減肉速度

は0.07 mm/yと 十分に低い。また,減 肉

速度が運転時間の経過とともに低下する

傾向が認められるので,今 後はさらに低

い減肉速度となることが期待され,減 肉

速度から見ると適切な処置であったよう

に思われる。しかし,今 後の環境条件や

運転条件の変更,す なわち液温やpHあ る

いは流速などが変更された場合でも減肉

速度が上昇することはないのであろうか。

(b)1%Cr銅 で十分に異常減肉の再発を防げ

るのであれば,美 浜事例の再発防止策に

ステンレス銅を用いるのは過乗Jな処置で

はないだろうか。

(c)広い範囲に影響が及ぶ問題として,高 級材

の導入が適切な処置であると判定されるな

ら,こ れらの事例と同じような条件下で運

転されている他のプラントの炭素銅鋼管

は,事 前に低合金銅あるいはステンレス鋼

鋼管と取り替えるべきではなかろうか。

これらの問題点に正しい回答を得るためには,

管壁に温度差があるとなぜ局部減肉が発生するの

か,ま た,低 合金銅にはなぜ局部減肉が発生しな

かったのか,が 分からなければならない。

事例解析 :高温純水中の炭素鋼鋼管壁に生じた異常減肉 (1)

4.l FAC機 構モデルに基づく説明

米国の電力研究所であるElectric Power

Research lnstitute(EPRI)と,フ ランス電力公

社であるElectriciにde France(EDF)は ,エ ロ

ージョン_コロージョンに新しく■ow accelerated

cbrrOsiOn(FAC)と名付けた動。図8は ,FACに

よる減肉が管材中のクロムによって防止されるプ

ロセスを模式的に示した機構モデルである
°。炭

素鋼表面にマグネタイト (Fe3°4)の層が形成さ

れていて,こ の層の環境液狽Jの表面からマグネタ

イトが溶出する。この層には空隙があり,空 隙の

底の金属鉄表面から鉄金属が2価の鉄イオンとな

って溶出する。そのうちの半分はマグネタイトと

なってマグネタイト層の底面に析出してこの層の

成長に寄与する。残りの半分は層の空隙部を通つ

てその表面に達し,さ らにそこから,こ の層の表

ml=m2+m4 m4=m5

m2=0。 51nl=m3

響 =rttfの  0

宰 =響報 C√の ②

比
F   °

図8 EDFに よるクロムのFAC抑 制機構の説明
°
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TLに 対する相対的効果
10.00

1.0000 10.0000

本事例のそれとほぼ

一致する。

しかし,こ の機構

説明には致命的な欠

陥がある。それは,

図8の機構モデルに

おいて,ク ロムの含

有量が高くなってマ

グネタイト層の級密

度が上昇して空隙が

一切なくなると,下

地金属が溶出する表

面がなくなって鉄イ

オンが溶出しなくな

0.0010 0.0100 0。1000

クロム含有量 (%)

図9 減 肉速度 (TL)に 及ぼすクロム含有量の影響0

面から溶出する鉄イオンとともに沖合へ移動す

る。

この減肉の進展モデルによると,全 腐食速度

(T二)は 図8の (3)式 で与えられる。ここで,

aqはマグネタイトの溶解度,a,a,c∽ は図に

示されている場所でのマグネタイトの濃度,【ち

士ヤよ (1)および (2)式で定義されている反応速

度定数と物質移動係数である。(3)式の分母は,

溶出反応抵抗と物質移動抵抗とからなる全抵抗,

分子は沖合の鉄イオン濃度 (C∽)が 0の ときの

駆動力である。問題のクロムの効果を表す係数θ

は,全 表面に占める空隙の底の金属鉄表面の割合

であり,図 9の ようにクロム含有量の関数である。

この図によると炭素鋼 (クロム含有量0.04%以下)

ではθは■oo,ク ロム1%で θはo`o4である。す

なわち,炭 素鋼に2mm/yも の異常減肉が生じ

るような運転条件や環境条件でも1%の クロムを

含む低合金鋼の減肉速度は0,08 mm/y程 度と算

出される。このクロムの減肉防止効果の数値は,

表2に示された,炭 素鋼に発生する局部減肉が低

合金鋼の導入によってほぼ完全に押さえ込まれた

る。すると,マ グネタイト層を成長させるイオン

の析出もなくなるので層の成長が停止する。しか

し,そ の外表面からの溶出は下地金属からのイオ

ンの溶出の有無に関係なく,環 境液の流れによっ

て進行するので,こ の機構の根幹をなすマグネタ

イト層がやがて消滅してしまう。保護性のマグネ

タイト層がなくなれば減肉速度が著しく高くなる

はずであるが,そ のような事態が実際に生じると

も思えない。

高圧ガス


